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2017/3期 2018/3期

実績 実績 増減率 (対前期) 期初公表値

売上高 99,249 104,972 ＋ 5.8％ 100,000

営業利益 5,083 4,932 △3.0％ 5,200

経常利益 5,402 4,702 △13.0％ 5,080

親会社株主に帰属
する当期純利益 3,026 2,438 △19.5％ 2,860

50.8 52.0 
49.3 

5.1%
4.7%

（単位:百万円）

営業利益率

■売上高 （単位：億円）

2018年3月期

■営業利益 （単位：億円）

992 1,000 1,049 

2017/3期 2018/3期

決算概要 （連結）

2017/3期 2018/3期
実績 （公表値） 実績 実績 （公表値） 実績
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252 245 

270 287 

469 
516 

992 
1,049 

2017/3期 2018/3期

■セグメント別売上高

※各セグメントの売上高は連結消去後の数値です

■ 電子部品物流 ＋46 億円

・ 期末にスマホ減も年間では荷動き堅調
・ 国内及び海外の全地域で増収を達成

■ 消費物流 △ 6 億円

・ 一部取引の見直し･終息の影響で減収
・ EC物流･通販関連など新規受託は確保

■ 商品販売 ＋16 億円

・ 顧客の車載関連の生産拡大で需要増
・ 包装も外販や海外販売に取り組み増収

消費関連

前期比 ＋57 億円（＋5.8％）
（単位：億円）

電子部品物流

消費物流

商品販売

売 上 高 （連結）2018年3月期

電子部品関連
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運送

17%

保管

18%

輸出入

15%

商品

27%

23%

2017/3 期 2018/3 期

23%
消費物流

77%
電子部品関連

1,049
億円

■事業別構成比

売 上 高 （連結・事業別）

運送

16%

保管

17%

輸出入

15%

商品

27%

25%25%
消費物流

75%
電子部品関連

992
億円

2018年3月期
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5.8 6.8 

7.6 7.7 

37.3 34.7 

50.8 49.3 

5.1%

4.7%

2017/3期 2018/3期

■セグメント別営業利益

■ 電子部品物流 △ 2.6 億円

・ 新拠点･新規ビジネスの立上げ費用が発生
・ 航空運賃上昇、各国の人手不足も影響

■ 消費物流 + 1.0 億円

・ 定着率向上など労務の安定化策を推進
・ 一部取引の終息も利益の改善に寄与

■ 商品販売 ＋ 0.1 億円

・年明け以降は円高で原価率が悪化
・包装資材の売上増が利益を下支え

前期比 △1.5 億円（△3.0％）

電子部品関連

消費関連

営業利益率

営業利益 （連結）

電子部品物流

消費物流

商品販売

※各セグメントの営業利益は連結消去後の数値です

（単位：億円）

2018年3月期



7資金状況 （連結）

63

▲ 16

46

58

▲ 43

15

■キャッシュフロー

営業CF ﾌﾘｰCF

投資CF

2017/3期 2018/3期

・営業CF: 税前利益の減少により5億円減

・投資CF: 加須倉庫の建設等で27億円支出増

28 28

7 3

35 
31 

0.08 
0.07 

・長期借入金3億円返済で残高31億円に

・DEレシオは借入減･資本増で0.07倍に低下

DEレシオ

電子部品関連

消費物流

■有利子負債残高

（単位：億円） （単位：億円）

2018年3月期

2017/3期 2018/3期
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416 438

731

469

764

494

56.9% 57.3%

85.52 

1,179 

69.05 

1,241 

7.4% 5.7%

財務指標 （連結）

■資産状況

2017/3期

ROE

■１株当たり指標
（単位：円）

2018/3期

総資産 純資産

自己資本比率

自己資本

・総資産：加須の土地・建仮で＋32億円

・自己資本比率：利益確保に伴い＋0.4p

１株当たり
純資産

１株当たり
当期純利益

(EPS)

親会社株主に帰属する当期純利益減に伴い

EPS △16.47円、 ROE △1.7p

2017/3期 2018/3期

（単位：億円）

2018年3月期
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23.1 21.0 

26.1 30.0 

49.3 51.0 

4.7% 4.8%

2018/3期 2019/3期

上期

下期

2018/3期 2019/3期

実績 利益率 見通し 利益率 増減率

売上高 104,972 - 106,000 - + 1.0 ％

営業利益 4,932 4.7 ％ 5,100 4.8 ％ + 3.4 ％

経常利益 4,702 4.5 ％ 4,920 4.6 ％ + 4.6 ％

親会社株主に帰属
する当期純利益 2,438 2.3 ％ 2,700 2.5 ％ +10.7 ％

営業利益率

■売上高 （単位：億円） ■営業利益 （単位：億円）

業績見通し （連結）

517 515 

532 545 

1,049 1,060 

2018/3期 2019/3期

上期

下期

見通し 見通し

2019年3月期

（単位:百万円）
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電子部品関連

消費関連245 250 

287 275 

516 535 

1,049 1,060 

2018/3期 2019/3期見通し

■セグメント別売上高

■ 電子部品物流 ＋ 19 億円

・ 新設･拡充拠点と新市場のビジネス拡大
・ 顧客生産安定で航空輸送の減少を想定

■ 消費物流 ＋ 5 億円

・ 生協関連は深耕拡販でシェア･領域拡大
・ ｢運送+保管+システム｣サービスの推進

■ 商品販売 △ 12 億円

・ 顧客の現地調達・生産安定化で需要減
・ 包装資材は外販及び海外拡販に取組む

前期比 ＋10 億円（＋1.0 ％）

売 上 高 （連結）

電子部品物流

消費物流

商品販売

※各セグメントの売上高は連結消去後の数値です

（単位：億円）

2019年3月期
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電子部品関連

消費関連6.8 7.4 

7.7 6.5 

34.7 37.1 

49.3 
51.0 

4.7% 4.8%

2018/3期 2019/3期見通し

■セグメント別営業利益

■ 電子部品物流 ＋ 2.3 億円

・ 内外拡販推進による増収効果で増益
・ 新設･拡充拠点の収益性向上に重点取組み

■ 消費物流 ＋ 0.5 億円

・ 得意分野への集中で採算性の向上図る
・ 人財の確保、労務安定化に継続取組み

■ 商品販売 △ 1.2 億円

・ デバイス、成形材の売上減に伴い減益
・ 包装資材含め安定的な利益確保を目指す

前期比 ＋1.6 億円（＋3.4 ％）

営業利益 （連結）

営業利益率

電子部品物流

消費物流

商品販売

※各セグメントの営業利益は連結消去後の数値です

（単位：億円）

2019年3月期



13設備投資計画 （連結）

■設備投資

8.2 7.0 

13.6 16.5 

21.8 
23.5 

2018/3期 2019/3期見通し

電子部品関連

消費物流

■償却費

6.7 10.0 

49.1 

33.0 

55.8 

43.0 

2018/3期 2019/3期見通し

電子部品関連

消費物流

・18/3期は大きな変動なく前期比0.6億円増

・19/3期は加須倉庫の開設もあり1.7億円増

・18/3期:加須土地･倉庫(建仮)31億円実施

・19/3期:加須残金､タイ倉庫建設を計画

（単位：億円） （単位：億円）

2019年3月期
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242 247 248 252 245 250 

546 
611 

689 
739 803 810 

788 
858 

938 
992 

1,049 1,060 

41.3 44.5 48.5 50.8 49.3 51.0 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期

第３次中期経営計画 （売上高・営業利益）

（ 単位：億円 ）
営業利益

電子部品関連

消費物流

（公表値）

「最適物流」を追求し

グローバル成長を加速

第３次中計基本方針

● 連結売上高 1,000億円

の達成

● 営業利益記録更新への

チャレンジ

● 次の飛躍に向けた

事業基盤の強化
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１. 電 子 部 品 関 連
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32 34 29 31 31 

172 
193 

173 
190 196 

204 

227 

202 

221 227 

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

電子部品関連

【自動車世界販売台数】 【電子情報産業の世界生産額】（単位：兆円）

（出典：JEITA ITｿﾘｭｰｼｮﾝ除く）

・日系企業: 車･スマホで得意とする高機能･
高信頼の製品のニーズ高まり3％成長

事 業 環 境

100 102
106

109 112 114

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
予測

CY17    95.4百万台
CY19  100.1百万台

予測

【スマートフォン世界出荷台数】

100

110 113 112 115 118

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年
予測予測見通し

【2018年 電子部品･半導体の見通し】
・世界生産 : 自動車電装化率の上昇や情報機器

の高機能化で5％成長

CY17 1,462百万台
CY19 1,540百万台

中国・インドを筆頭に緩やかな成長継続

伸び率は鈍化するが新興国中心に需要増

2018年も自動車や情報機器関連中心に2.7%増

※数値は2014年を100とした指数
（出典：実績・予測―LMC Automotive）

（生産動向）

機器動向 電子機器動向

実績 実績 実績 見込み 見通し

日系企業

非日系企業

※数値は2014年を100とした指数
（出典：実績―IDC、予測―当社）

105.5円 121.0円 108.9円 112.1円

為替

112.1円
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Next Actions 「高度化する物流ＱＣＤＳに挑戦」

Next GTB （Business）

「新領域」への挑戦

■成長エリアへの自社拠点網整備

Next GTP （Profit）

現場革・進と基盤強化

Next GTC （Confidence）

競争優位性の拡大

■車載、産機関連ビジネスの拡大

■ＴＩＥの展開と自働化の検証・導入

■ ｢感動品質｣を支える品質保証体制

■ ｢感じのいい会社｣の追求と実践

2018年度事業方針

■戦略投資の継続と成果の刈り取り

*TIE：Total Industrial Engineering

電子部品関連
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（単位：億円）

中期戦略投資の推移

2018年度は｢投資継続｣＋｢新設拠点･倉庫の体質強化･拡充｣

8.6 9.8 9.4 

35.2 

14.3 

49.1 

33.0 

16.2 15.1 11.8 

42.1 

20.7 

55.8 

43.0 

2013/3期 2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期

【倉庫建設･開設】 ●西宮開設

（賃借）

●北上 増築

●郡山 増築

●韓国光州

新築

●船橋開設

（賃借）

●香港倉庫

再編

●加須建設

●タイ着工

●シンガポール

倉庫再編

【海外拠点進出】 ●ベトナム
駐在員事務所

●フィリピン
駐在員事務所

●ベトナム現法

●メキシコ第2現法

（国内ビジネス）

●インド現法

●ドイツ現法

【設備投資額】
（単位：億円）

電子部品関連

消費物流

電子部品関連
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ネットワーク重点拡充地域

● 南九州（鹿児島・宮崎地区）

● 北陸（金沢倉庫活用）

● 北関東（茨城地区）

● 西東京（相模原倉庫活用）

倉庫拡張

● 船橋倉庫（開設）

● 広島倉庫（拡張）

● 埼玉・加須倉庫（竣工）

（国内）地 域 戦 略

増築部分

｢加須新倉庫を核とした事業拡大｣と｢ネットワークの継続拡大｣

営業所・出張所・デポ

ネットワーク拡充地域

デポ（業務委託）

(2018年3月期実績）

(2019年3月期計画）

船橋倉庫

広島倉庫

電子部品関連

加須倉庫



21加須営業所

● 2018年5月1日開設

● 土地面積：35,000㎡､倉庫面積：16,000㎡(地上5階建て)

● 埼玉県加須市、圏央道に繋がる久喜白岡ＪＣＴまで5分

● ストックポイント、積み替え基地としての活用

● 輸出入貨物の東北のゲートウェイ

● ドッグシェルター１８台を設置

● 全館空調･LED照明完備

● セキュリティ･BCP対応

電子部品関連



22（中国）

前期に拡大した拠点の体質強化

● 香港倉庫の再編・拡張(2017/4)

→拡販と運用改善で収益性回復に取り組み

華東地区の需要増に伴う倉庫拡張

● 上海･保税倉庫(2018/2,+4,200㎡)

● 上海松江区倉庫(2018/3,+14,000㎡)

● 上海昆山倉庫(2018/1,+3,000㎡)

● 太倉倉庫(2018/4,+4,400㎡）

新市場への取り組み

● 車載関連ビジネス顧客・顧客の拡大

● 住宅設備関連、非日系顧客の開拓

● 中国発欧州向け鉄道輸送サービスの検討

● 包装資材販売の体制整備と拡販

地 域 戦 略

「拡大拠点」の収益性向上と「新市場」への取り組み

拠点・支店

代理店

電子部品関連

香港倉庫

上海昆山倉庫

上海松江区倉庫

上海･保税倉庫



23地 域 戦 略 （韓国･台湾）

韓国：サービスと営業活動の強化

● ソウル近郊の倉庫拡張の検討

● 輸出入事業の拡大

営業活動強化とAEO(2017年取得)活用

● 韓越間ビジネスの取り込み

在ベトナム韓国系企業へのアプローチ

● 東海岸（大邸・亀尾地区）の拡販

営業許可と拠点設置の検討

台湾：保管業務を核とした外販拡大

● 桃園国際空港近隣の保税倉庫(2018/4拡張)

一般倉庫を活用した運送・保管の拡大

● 輸出入事業の拡販注力

サービス力の強化による外販拡大

桃園保税倉庫 烏山倉庫

台湾

韓国

光州倉庫

拠点・支店

代理店

大邸・亀尾地区の
拡販

*AEO : Authorized Economic Operator

電子部品関連
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前期に新設した法人の事業拡大

● ベトナム法人(2017/6) ハノイ･ホーチミン

● インド法人(2018/1) グルガオン

既存拠点の保管ビジネス拡大

● シンガポール倉庫移転拡張(2018/6予定）

● タイ自社倉庫の建設（2019年完成予定）

クロスボーダー・トラック輸送の拡大

● シンガポール～マレーシア～タイ

● タイ～カンボジア、ラオス、ミャンマー

● ベトナム～中国華南

新地域への進出検討

● フィリピン駐在員事務所の現法化検討

● インドネシア・メコン圏のマーケティング拠点・支店

代理店

ホーチミン駐在員事務所

シンガポール新倉庫

ベトナム法人(ハノイ)

拠点･ネットワーク拡充による事業拡大

地 域 戦 略 （アセアン･インド）電子部品関連

フィリピン駐在員事務所

インド法人



25電子部品関連

17年度新設拠点での事業拡大

● ダラス事務所(2017/6,輸出入自営化拡大)

● メキシコ第2法人(2017/10,国内向け)

● メキシコ･ケレタロ支店(2017/5,中央高原)

新ビジネスの拡大

● 米・メキシコのクロスボーダー輸送

● メキシコ国内輸送・保管事業の拡大

ドイツ：外販の拡大

● 輸出入事業の拡大

AEOの活用と代理店との連携強化

● ドルトムント倉庫拡張 (2018/6予定)

他地域：拠点進出の検討

● 輸出入を中心とした東欧進出の検討

*AEO : Authorized Economic Operator

ドルトムント倉庫

メキシコ

アメリカ

ダラス事務所

【欧州】 ドイツ事業拡大と他地域進出の検討

メキシコ新会社 拠点・支店

代理店

拠点・支店

代理店

新設拠点の拡充と域内連携強化【米州】

（欧米）地 域 戦 略電子部品関連



26電子部品関連 物流インフラ拡充の状況

38 39 39 

48 
53 55 

86 92 94 

2017/3期 2018/3期 2019/3期

261 265 281 

273 
316 

332 

534 
581 

613 

2017/3期 2018/3期 2019/3期

634 645 650 

304 320 330 

938 965 980 

2017/3期 2018/3期 2019/3期

■拠点数 ■倉庫面積 ■トラック
定期運行台数

海 外

国 内

（単位：台）

（単位：千㎡）（単位：箇所）

計画計画計画
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1,840 1,895 1,868 1,905 

2,472 2,582 
3,072 

3,437 

4,312 
4,477 

4,940 

5,342 
5,600 

2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期

顧 客 数

海 外

国 内

計画

■顧客アカウント数 （単位：社）

電子部品関連
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287 
335 

381 403 385 

323 

353 
358 

400 425 

611 

689 
739 

803 810 

52.9% 51.3%

48.5%
49.9% 52.5%

2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期

ALPS-G

一 般

外販比率

計画

外 販 比 率
（単位：億円）

(365)

(170)

(535)

(68.2％)

電子部品

物流のみ

電子部品関連
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380 417 
471 502 505 

231 

272 

268 
301 305 611

689
739

803 810

37.8% 39.4%
36.2% 37.5% 37.7%

2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期

海 外

海外売上比率

日 本

計画

海外売上比率
（単位：億円）

電子部品関連
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２. 消 費 物 流
（ 流 通 サ ー ビ ス）
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15.4 
16.6 

18.0 
19.3 

25.9 

2015年 2016年 2017年 2018年 2023年

10,842 11,253 
11,873 12,268 12,612 

25,908 26,092 26,859 27,171 27,416 

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度

（単位：億円）
（単位：兆円）

■生協の「供給高」

・個配供給高は年率3%前後の成長を継続中

・組合員数(16年度2,178万人)毎年2％増続く

予測

事 業 環 境消費物流

■日本の「EC市場規模」

（出典：日本生協連、１7年度は当社予想）

（出典：野村総研）
生協関連の動向 ＥＣ市場(Ｂ to C)の動向

・市場規模拡大、中期も年率6％成長を予測

・ドライバー始め人手不足対応が業界課題

個配

予測 予測見通し
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次の飛躍に向けた基盤固めと変革を推進

顧客との関係強化
■生協物流 : 個配シェアと受託領域の拡大

■一般物流 : EC通販物流を中心とした拡販

運営体制の強化

ＥＳの向上

■組織統合による連携強化と事業効率の向上

■営業推進体制とマーケティング機能の強化

■採用力の強化と人材育成制度の充実

■働き方改革･職場環境改善による定着率向上

事 業 方 針消費物流
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強みの分野への集中・事業体質の強化・労務の安定化を推進

消費物流

■ロジスティクス(倉庫＋運送＋システム)事業の確立

■西日本エリア及び運送事業の営業推進体制の強化

■採用活動の体制整備と人事制度・教育制度の改定検討

■働き方改革(労働時間･有休休暇･職場環境･女性活躍)推進

マーケット・インによる新規・深耕拡販

運営体制の強化による事業拡大・効率化

労務の安定化に向けた人材の確保・育成

■生協物流の受託拡大

■ＥＣ通販物流の新規拡販

・展示会やセミナーの活用、ＥＣ通販支援パックの開発

・セットセンター業務／夕食宅配など受託領域拡大
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本社・事業所

物流営業所

個配センター

2,370

108

222

2,314

110

222

2019/3期計画2018/3期

拠点数

倉庫面積

トラック台数

ヶ所

千㎡

台

物流インフラの状況

西宮北物流センター

騎西物流センター

八潮物流センター

消費物流
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流通加工

27%

倉庫保管

4%
個配運送

56%

一般運送

14%

250
億円185 191 195 189 183

62 57 57 57 67 

247 248 252 246 250

2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期

■顧客別売上高

見通し

一般

27%

生協

73%

■事業別売上高

2019/3 期 見通し

消費物流 売 上 構 成

（単位：億円）
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配 当 計 画
（ 2018年3月期期末配当及び2019年3月期計画）
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8.75 9.0 9.0 

8.75 9.0 9.0 

2.5 
17.5 

20.0 

17.5 18.0 18.0 18.0 

29.2% 27.8%
22.6% 21.0%

26.1% 23.5%

2014/3期 2015/3期 2016/3期 2017/3期 2018/3期 2019/3期

中間配当金

記念配当金

配当性向

期末配当金

（単位：円）

配 当 計 画

計画

1株当たり配当金：安定配当を継続

※当社は2016年4月1日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。上記グラフ
の１株当たり配当金は、分割前の期間につきましても分割後の株数に調整して表示しております。

見通し



ご清聴ありがとうございました

今後ともご支援を賜りますよう

宜しくお願い申し上げます



注意：注意：
本資料に記載された業績予想ならびに将来予測は、
現時点で入手可能な情報に基づき判断した予想であり、
不確実な要素を含んでいます。
実際の業績等は、業況の変化等により、記載されている
予想数値と異なる場合があります予想数値と異なる場合があります。
また、本資料は会計監査対象外となっています。




